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気候変動の今、これから



About

日本における非営利独立組織

持続可能な社会の実現ために、調査分析・エンゲー

ジメント・コミュニケーションを通じて気候政策と

行動を促進

領域：気候政策・外交・金融・横断的分野

科学と政治と社会をつなぐ統合的なアプローチで

さまざまなアクターの脱炭素への取り組みを支援
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急速に進む温暖化
IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第6次評価報告書
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世界の化石燃料起源のCO2排出量

出典：Our World in Data

“人間活動が原因であることは
疑いの余地がない”

出典：Climate Integrate
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世界中で気候変動の影響が出ている
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今後の温暖化で極端現象は一層深刻に



めざすは1.5°C上昇への抑制

そのために必要な削減量
（2019年比）

• 温室効果ガス
2030年まで 43%削減
2050年まで 84%削減

• CO2

2030年まで 50%削減
2050年まで 実質ゼロ
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インフラ対策が必須

既存の電力・その他のセクター
のインフラからの排出だけで
1.5℃を超えてしまう



気候変動は化石燃料利用が最大の要因

問題の本質：エネルギー構造・経済構造の転換を図ること
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石油

世界の化石燃料起源のCO2排出量

石炭

ガス

2030
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気候変動への取り組みと生物多様性はつながっている

緩 和 適 応

温室効果ガスの大幅削減
脱炭素・カーボンニュートラル

温暖化影響への備えと対処
気候条件に適した対応

1.5℃抑制で生態系を維持
（時に衝突も？）

温暖化に適応したコミュニティ・
インフラ・産業

気候保護

生物多様
性保全

自然を活用した対策・自然保護・自然回復



ネットゼロ宣言 〜カーボンニュートラルは世界、そして日本の目標へ

• 国連は1.5度を目指している
• ネットゼロ宣言：136カ国・世界の排出・GDP・人口の約9割をカバー

- 中国・インドネシア・インドも

• 日本でも「ゼロカーボンシティ」
758自治体

11出典：Net Zero Tracker 出典：環境省



日本のこれから：1.5℃実現を目指し、2030年までの勝負に挑む

• 2030年までの削減はもっと早くもっと深く

12出典：温室効果ガス排出インベントリーに加筆
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日本のCO2排出の主要因：電気（石炭・ガス）・車・鉄・化学

• 石炭火力・ガス火力：石炭＝166基稼働中・8基新増設中 → 全廃 + 再生可能エネルギー
• 車：ガソリン車 → 公共交通機関・徒歩・自転車・電気自動車（EV)
• 鉄：高炉製鉄 → リサイクル鉄（電炉）・水素還元製鉄・省資源
• 化学：各種化学品・プラスチック等 → 電化・水素、セメント：省資源

13出典：Japan Beyond Coal出典：総合エネルギー統計等より作成
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再生可能エネルギーの可能性

• 太陽光や風力などの再生可能エネルギーは、燃料費タダで、どこでも得られ、環境にやさしい

• コストが急速に安くなっている

• 日本の電力のすべてをまかえる

ガス価格

太陽光発電価格



地域の再生へ ー「公正な移行」へ

• 気候変動・対策で影響を受ける地域や労働者の移行と転換を支援
• 支援先は「企業」から「人」「地域」へ

15出典：気候ネットワーク

ニュージーランド・タラキナ地方・住民参加で2050年ロードマップ作成
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食・運輸交通・建物の対策効果大
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ご静聴ありがとうございました

参考資料：Climate Integrate「気候変動の今、これから」

https://climateintegrate.org/archives/841

